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（別紙）

森林整備加速化・林業再生基金事業の継続を求める意見書

森林は国土の保全や水源の涵養、地球温暖化防止などの多面的機能を有し、

国民生活に欠かせない大きな役割を担っている。

戦後に造林した人工林が本格的な利用期を迎え、この森林資源を利用し、林

業の成長産業化を進めることは、雇用の促進や定住促進に効果が期待できる。

また、林業の成長産業化を進めることにより、地域の豊富な森林資源の循環

利用による森林の適切な維持・管理を図ることが重要である。

林業の成長産業化の実現には、路網整備や高性能林業機械などの木材生産体

制をはじめ、製材所などの木材加工体制の構築など供給側の対策と住宅や公共

建築物等への利用、木質バイオマスの電力や熱への利用などの木材利用推進の

ための需要側の対策を並行して推進することが必要である。

本県においては、森林整備加速化・林業再生基金事業の実施により、高性能

林業機械の導入、製材所やチップ工場の新設、合板工場の設備強化、木質バイ

オマス発電所などがこれまでにない規模と速度で整備されるとともに、木材生

産量の増加や県産材需給量の増加などの効果が現れているところである。

こうした状況の中で、本事業が平成２６年度末に終了すると、林業・木材産

業の成長の機会を逸するばかりか、疲弊している地域経済に多大な影響を与え

かねず、引き続き川上から川下までの一体的な対策を強力に推進することが必

要である。

このようなことから、下記事項の実現について強く要望する。

記

１ 一体的な対策を継続的に取り組むことのできる森林整備加速化・林業再生

基金事業を延長・拡充し、林業・木材産業の総合的な振興策を講じること。

２ 地方がアイデアを活かし、数年間にわたって主体的、弾力的かつ機動的に

取り組めるよう対策に必要な財源を基金として措置すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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